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前文

　町内会は、地域住民の共通の利益の促進と連携を深める活動を通して、住民自治を日常的に

支える組織であるとともに、安城市政と住民との良好な対話や市政への住民参加の窓口としての

機能を併せ持ち、行政と協調して安全で住みやすい地域づくりを担うものである。

　住吉町に住む私達の生活環境を維持し発展していくため、自ら地域の問題を提起し、その解決

に向かうことは地域住民にとって大切なことであり、その実現をを目指す町内会を円滑に運営する

ため、以下に住吉町内会規約（以下『本規約』という）を定める。

第１章　総則

　　　（名称）

第１条　 この会は、住吉町内会と称する（以下　「本会」　という。）

　　　（区域）

第2条　 本会の区域は、安城市住吉町とする。

　　　（会員）

第3条　 1．本会の会員は、安城市住吉町に住所を有する住民とし、町内会費納入を単位とする。

2．町内に住所を有する事業所のうち、法人協力費を納入した事業所を法人会員とする。

　　　（事務所）

第4条　 本会の事務所は、安城市住吉町６丁目６番地６に置く。

　

第２章　目的

　　　（目的）　

第5条　 本会は、住民の明るく住みよい町づくりを目指すため、会員相互の親睦を図り、福祉の

向上を増進し、地域生活環境の整備や防犯・防災に努めるための諸施策を立案実施する。

　　また、そのために本会内外の諸団体と協力協調を図り、また行政との協調　協議により、

円滑に諸施策を推進する。

第３章　事業

　　　（事業）

第6条　 1．本会は、第2章の目的達成のため次の事業を行う。

　（1）　地域の生活環境の整備改善と治安維持、防災、道路交通安全に関すること。

　（2）　回覧等による生活情報の提供や、会員相互の連携を図ること。

　（3）　本会内外の各種団体との連絡調整ならびに相互に支援に関すること。

　（4）　傘下の組織に対する活動費助成に関すること。

　（5）　行政情報の活用および行政ととの連絡協議に関すること。

　（6）　本会が所有する財産、施設の管理および運営に関すること。

　（7）　その他、本会の目的達成に必要な事業。

2．本会は、次の組織を編成し各事業の具体的活動を推進する。

　（1）　住吉町内会公民館

　（2）　住吉町福祉委員会

　（3）　住吉町自主防災会

　　なお、上記の各組織は別に規約を設け、各々事業を推進し、各代表は定期的に活動

　経過報告、会計報告、活動計画を役員会に報告しなければならない。

第４章　役員

　　　（役員）　

第7条　 本会に、次の役員を置く。

 （1）　会長 １名

 （2）　副会長（会計を兼務）　　　　　 １名

 （3）　監事　 2名

 （4）　地区委員　　　　　　　　　　　　　　各地区１名

　　　 法人委員 １名

 （5）　地区副委員　　　　 各地区１名

 （※）　役員のほかに若干名の顧問を置くことができる。
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　　　（役員選出方法）

第8条 　（1）　役員のうち会長、副会長は会員の中から選挙により選出する。

　（2）　地区委員は、地区ごとに当該地区会員の選挙により選出する。

　（3）　地区副委員および監事は本会役員の推薦により選出し、役員会の承認を

　　　　 得て依属する。

　（4）　顧問は本会の区域内に住所を有する市議会議員、町内会役員経験者及び

　　　   有識者から会長の推薦により選出し、役員会の承認を得て委嘱する。

　　　（役員の職務）

第9条　 1．　本会の役員の職務は次のとおりとする。

　（１）　会長　　　　　　本会を代表し、会務を統括する。

　（２）　副会長　　　　本会の事務を統括し会長不在の時は会長を代行する。

　（3）　会計(副会長が兼務)　　本会の出納事務を処理し会計事務に関する帳簿書類を管理する。　

　（4）　監事　　会計及び資産の状況、会計執行の状況を監査する。

　（5）　地区委員・法人委員　　　細則に定める。

　（6）　地区副委員　　各地区の地区委員を補佐するとともに、本会の行事運営に関与する。

　（7）　顧問　　　　　町内会の運営に関する相談に応ずる。

　　　（役員の任期）

第10条　 1．　会の役員の任期はそれぞれ次の通りとする。

　（１）　会長　　　　　 ２年

　（２）　副会長（会計）　　　 ２年

　（3）　監事 ２年

　（４）　地区委員・法人委員 ２年

　（５）　地区副委員 2年

　（６）　顧問 ２年

2．　但し、会長・副会長に任期は原則２期とし細則に定める。

3．　役員に事故が生じた場合の取扱いは、細則に定める。

　　　（事務職員）　

第11条　 1．　事務職員は、会長の下で会務を処理し、会計の指示により会計事務をおこなう。

2．　任用方法は、会長の推薦により役員会に承認を得るものとし、任期期間は１年とする。

　　　ただし役員会の承認を得て更新することができる。

3.　事務職員の勤務形態、賃金等は、雇用契約を締結する。

　　　（役員の報酬並びに活動費等）

第12条　 1．　会長、副会長には報酬、地区委員、地区副委員には活動費を補充することができる。

2.　報酬、活動費の金額は、細則で定める。

第５章　会議

　　　（会議の種類）

第13条　 １.　本会の会議は、総会および役員会・組織会議・組長会・地区会議とする。

2.　総会は、会の最高決議機関であり、通常総会及び臨時総会とし、１世帯１名の

　 　会員をもって構成する。

3.　役員会は、町内会長、副会長、地区委員、法人委員ならびに地区副委員をもって構成する。

4.　組織会議は、町内会、公民館、福祉委員会、および自主防災会の役員をもって構成する。

5.　組長会は、町内会長、副会長、地区委員、地区副委員、組長をもって構成する。

6.　地区会議は、地区委員、地区副委員と組長をもって構成する。

　　　（会議の召集）

第14条　 １.　通常総会は、年１回年度初め１か月以内(４月末日まで)に開催する。

2.　臨時総会は、会長が必要と認めたとき、または会員の３分の１以上から会議の

　　目的たる事項を示して請求があった時、会長が招集する。

　　開会請求時の会員数の確定は都度行わなければならない。

3.　役員会は、毎月開催する。また、必要あるときは会長・役員会議長が招集する。

4.　組長会は、必要に応じ町内会長が招集する。

5.　地区会議は、各地区委員が招集する。



　　　（総会の審議）

第15条　 １.　総会は役員会での決議をもとに、次の事項を決議する。

　（1）　事業計画及び予算の決定に関すること。

　（2）　事業報告及び決算の承認に関すること。

　（3）　規約の制定及び改廃に関すること。

　（4）　町内会費改定に関すること。

　（5）　その他、会の運営に必要な重要事項に関すること。

2.　重要事項の中で急を要するものは役員会で決議執行し、次回総会で承認を受ける。

　　

　　　（総会の決議および評決）

第16条　 １.　総会の議長は、出席会員の中から選出する。

2.　会員は、総会において、各々1票の評決権を有する。

　　　ただし次の事項以外の事項については、前項の規定にかかわらず、会員の評決権は

　　　会員の所属する世帯に1票とする。

　（1）　町内会の解散及び財産処分の決議。

　(2)　清算人の選任

3.　総会における議決は出席会員の過半数の賛成による。可否同数の場合には、

　　　議長の決するところによる。但し、町内会規約、選挙管理規程の制定、改廃は

　　　出席会員の３分の２以上の賛成による。

4.　総会の議事については次の項目を記載した議事録を作成しなければならない。

　（1）　日時場所。

　（2）　会員の総数および出席者数。

　（3）　開催目的、審議事項及び議決事項。

　（4）　質問等、議事の経過及びその結果。

　（5）　議事録署名人の選任に関する事項。

　(6)　議事録には、議長及びその会議で選任された議事録署名人２名以上が署名捺印

　　　しなければならない。

　(7)　作成した議事録は会員に回覧し保存する。

　　　　(役員会の審議)

第17条　 役員会は、毎月、町内会及び第3章第6条2の活動組織の事業活動の推進及び、

運営に必要な事項を審議する。

　（1）　役員会は、各地区から選出された地区委員と法人委員と地区副委員及び町内会長・

 　  　副会長によって運営する。

　 　  また、必要に応じ町内会各組織の代表者の参加を会長・役員会議長が要請する。

　（2）　役員会には、役員から選出された議長と副議長を置く。

　（3）　役員会では、予算・決算をはじめとして総会提出議案の審議決議を行う。

　　　 また、総会決議事項実施のための具体的方法の検討と施策を行う。

　（4）　第3章第6条2の活動組織より提出される毎年度の活動経過報告、会計報告、

　 　　活動計画についての審議、承認を行う。

　（5）　住吉町内会選挙管理規定第４条に基づき選挙管理委員会から通知が届いた場合には、

 　　　直ちに推薦候補者を選考し委員会に報告する。

　（6）　役員会は、構成員の３分の２以上の出席により成立し、会議における評決は、

　　 　出席役員の過半数の賛成による。 但し可否同数の場合には役員会議長

　　 　の決するところとする。

　（7）　役員会の議事については、議事録を作成しなければならない。

　　 　議事録は、開催日時・場所・出席者・議事の審議内容と決議事項を記載する

　　　 議事録作成者は、副会長とし、役員会議長と町内会長の押印を要す。

　　　　(組織会議)

第18条　 組織会議は年４回開催し、公民館・福祉委員会・自主防災会の事業活動、並びに運営

に必要な事項を審議決議する。

　（1）　組織会議は町内会・公民館・福祉委員会・自主防災会の役員によって運営する。

　　　また、必要に応じ町内会長が氏名するものを加えることができる。

　（2）　組織会議は町内会長が開催し、議長を務める。

　（3）　組織会議では公民館・福祉委員会・自主防災会の活動計画及び内容を報告し

　　　　承認を得る。　　　

　（4）　公民館規約・自主防災会規約・福祉委員会会則の改定について審議し、出席役員

　　　　3分の2以上の賛成により決議することができる。



　　　　(組長会・地区会議)

第19条　 組長会・地区会議は組長の実施事項を伝達し組長から意見要望を求める会議とする。

　（1）　組長会では、組長として実施する役割事項を組長に伝達する。

　（2）　組長会及び地区会議では組長から意見や要望があった場合は役員会で審議する。

　(3)　組長会で決議が必要な事項が発生した場合には、議長が評決をとる。

　　　　評決は出席組長の過半数の賛成による。

　（4）　組長の職務・任期については、細則で定める。

第６章　会計

　　　（年度会計）　

第20条　 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

　　　（収入）

第21条　 本会の経費は、会員の会費、市よりの交付金・補助金、法人協力費および

寄付金をもってこれに充てる。

　　　（支出）　

第22条　 １.　本会の支出は、総会で決議された予算にもとづき、会の目的に沿って行なう。

2.　会員世帯の弔辞には、細則で定められた弔慰金（香典）をおくり、代表が弔意を表す。

3.　１件２０万以上となる支出は、役員会の承認を必要とする。尚、緊急の場合には、

　　会長の判断で支出し、役員会の事後承認を必要とする。

第7章　個人情報保護

　　　（個人情報、セキュリティー）

　第23条 本会は個人情報保護及び情報セキュリティーに努めなければならない。

第8章　監査

　　　（監査）

第24条　 1．　監事は、年度終了後に会計監査及び業務監査を行い総会に報告する。

2．　情報セキュリティー及び個人情報保護の監査も併せて行う。

3.　監査において規則に違反した事項が認められた場合には、是正勧告を

　　役員会に行い、その旨を総会に報告する。

第9章　付則

　　　1　町内会への加入

本会に加入しようとする者は、会長または組長に届け出るものとする。

町内会の区域に入居した世帯があった時は、会長または組長が

本会の趣旨を説明し加入の案内をする。

　　　2　退会

会員の退会は、次の場合とする。

（1）　本会の区域に居住しなくなったとき。

（2）　本人より脱会の申出があったとき。

　　　既に納入された会費その他拠出金品は理由のいかんにかかわらず返還しない。

　　　3　規約の改正

本規約の改廃は、総会における出席会員の３分の２以上の同意を得た決議を

　　　　 経なければならない。

　　　4　細則の制定

役員会は、本規約を運用するに当たって必要のある場合は、細則を定めること

ができる。　役員会は、細則を制定したときは次の総会に報告し、

承認を得なければならない。

　　　5　実施日

本規約は、平成２０年４月１日から施行する。

本規約は、平成２５年４月２１日改正施行する。

本規約は、平成31年４月15日改正施行する。

本規約は、令和６年4月14日改正施行する。



細則

　この細則は住吉町内会規約に基づき次のように定める。

　　　　１　地区委員の職務は、次に定める。

(1)　町内会役員として町内会事業の円滑な運営に努める。

(2)　町内会及び第3章第6条2に定める全ての活動組織の一員として、

　　　　活動組織主催の行事等に積極的に参画活動する。

（3）　各活動組織のリーダーとして、クリーン推進リーダー・自主防災リーダー

　　　　自主防犯リーダーを兼ねる。

(4)　地区会議を開催する。

(5)　担当地区内地域住民の協力を得て次の事項に対処する。

　　・本会からの配布物は速やかに組長宅へ届ける。

　　・地区内の現状を常に把握し、住みよいまちづくりに努める。

　　・地区内の各設備を定期的に点検し、異常があれば町内会事務所に連絡する。

　　・定例役員会への出席。防犯パトロール、青パトへの参加。

　　　　2　役員の任期については、次に定める。

　　・会長・副会長・地区委員の任期は２期までとする。

　　・会長・副会長・地区委員が２期目を満了し、次期選挙で会長・副会長の立候補がない.

　　　場合には、地区委員の３分の２以上の賛成をもって３期目以降の再任ができる。

　　・会長・副会長が任期内で辞職し、同じ職位で立候補することはできない。

　　・総会までを前任者の任期とし、後任者は総会前の役員会より出席する。　

　　　　3　役員に事故が生じた場合の取り扱いは、次に定める。

　（1）　会長、副会長、会計

　　　会長に事故が生じたときは副会長が、また、副会長(会計)に事故が生じたときは、

　　　会長がそれぞれの職務を代行する。

　　　但し、職務復帰が不能となり残任期間が１年以上ある場合は補充選挙を行う。

　（３)　地区委員

　　　地区委員経験者又は地区副委員がその職務を代行する。

　　　但し、職務復帰が不能となり残任期間が１年以上ある場合は補充選挙を行う。

　（4）　監事

　　　監事のうち１名欠員となった場合は空席のままとする。残任期間が１年以上ある場合

　　　又は、２名とも欠員に至った場合は町内会規約に基づいて、速やかに選出し委嘱する。

　　　4　組長の職務及び任期を、次に定める。

　　　町内会に組を設け組長を置き、組長は組をまとめ、代表して会務に協力する。　

　　　組長は各組会員の中から互選し、任期は1年とする。

　　　組長に事故が生じた場合は速やかに該当組内で選任する。任期は残任期間とする

　　　５　役員の報酬、委員の活動費は次に定める

　　（1）　会長 月額  100,000円

　　（2）　副会長 月額　　80,000円

　　（3）　地区委員 月額　　10,000円

　　（4）　地区副委員 月額　　　5,000円

　　　6　事務職員の勤務形態と賃金等は毎年４月１日に、労働契約書を作成し締結する。

　　　7　町内会費

本会の会費は、１世帯年額３，６０0円とする。ただし、会員に特別な事情がある場合は、

会費を減免することができる。

また、期の途中で、新規加入した場合の会費は月額割とし、途中退会は返却しない。

　　　8　　弔慰金

　　　　　　　第22条　２に定める各世帯への弔慰金は5,000円とする。

　　　9　実施日

　　　この細則は、令和6年年４月14日改正施行する。


